第１２回大阪府障がい者差別解消協議会

日時   令和２年１月３１日（金）　
午後２時00分から午後5時00分まで
場所   國民會館　武藤記念ホール　中ホール
第1２回大阪府障がい者差別解消協議会
日時：令和２年１月31日　金曜日　午後２時00分から午後５時00分まで
場所：國民會館　武藤記念ホール　中ホール 
出席委員
大竹　浩司　　公益社団法人大阪聴力障害者協会会長
大野　素子　　公益社団法人大阪府精神障害者家族会連合会副会長
河﨑　建人　　一般社団法人大阪精神科病院協会会長
坂本　ヒロ子　社会福祉法人大阪手をつなぐ育成会理事長
塩見　洋介　　障害者（児）を守る全大阪連絡協議会
特定非営利活動法人大阪障害者センター事務局長
柴原　浩嗣　　一般財団法人大阪府人権協会業務執行理事兼事務局長
◎関川　芳孝　　大阪府立大学地域保健学域教育福祉学類教授
髙橋　あい子　一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会会長
辻川　圭乃
弁護士

寺田　一男
一般財団法人大阪府身体障害者福祉協会会長
南條　正幸　　関西鉄道協会事務局長兼専務理事
西尾　元秀　　障害者の自立と完全参加を目指す大阪連絡会議事務局長
久澤　貢　　　社会福祉法人大阪府社会福祉協議会セルプ部会副部会長
前川　たかし　一般社団法人大阪府医師会理事

藪本　青吾
大阪私立学校人権教育研究会 障がい者問題研究会委員
　◎　会長
オブザーバー
大阪法務局人権擁護部第二課長
大阪労働局職業安定部職業対策課長
近畿運輸局交通政策部消費者行政・情報課長

町村長会代表町村　担当課長
ゲストスピーカー
田垣　正晋　　大阪府立大学大学院人間社会システム科学研究科兼
地域保健学域教育福祉学類　教授
　福島　豪　　　関西大学法学部　教授
○事務局　定刻になりましたので、「第１２回大阪府障がい者差別解消協議会」を開催させていただきます。
委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところ、本日ご出席賜りまして、誠にありがとうございます。
会議の成立についてでございます。本日委員数19名のうち、委員15名のご出席をいただいており、大阪府障害者差別解消協議会規則第５条第２項の規定により、会議が有効に成立しておりますことをご報告させていただきます。
また、本日は、オブザーバーとしまして、大阪法務局、大阪労働局、近畿運輸局、町村長会代表町村担当課長、ゲストスピーカーとして、大阪府立大学教授の田垣さま、関西大学教授の福島さまにお越しいただいております。
　次に、お配りしている資料の確認をさせていただきます。
　「次第」
　「配席図」
　「大阪府障がい者差別解消協議会委員名簿」
資料１　「第11回大阪府障がい者差別解消協議会『大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について』の主な委員意見」
資料２　「大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について（資料１に示す論点以外）」
資料３－１　「合理的配慮の実施状況等に関するアンケート結果の概要（1,000事業者）」
資料３－２　「合理的配慮の実施状況等に関するアンケート結果（1,000事業者）」
資料４－１　「事業者団体・障がい者団体に対する合理的配慮に関する意向把握アンケートの概要」
資料４－２　「事業者団体・障がい者団体に対する合理的配慮に関する意向把握アンケートの個票」
資料５　「大阪府障害を理由とする差別の解消の推進に関する条例施行状況の検討について（提言素案）」
参考資料１　「障がいのあるお客様に対する合理的配慮の実施状況等に関するアンケート（設問）」
参考資料２　「事業者団体・障がい者団体に対する合理的配慮に関する意向把握アンケート（設問）」
資料の不足等がございましたら、事務局までお知らせ願います。よろしいでしょうか。
　続きまして、会議の公開についてでございます。
大阪府においては、「会議の公開に関する指針」を定めており、本指針に基づき、本会議も原則、公開としております。
後日、配布資料とともに、委員の皆さまの発言内容をそのまま議事録としてホームページで公開する予定にしております。ただし、お名前は記載いたしません。あらかじめご了解くださいますようお願いいたします。
次に、この会議には、点字資料を使用されている視覚障がい者の委員や、手話通訳を利用されている聴覚障がい者の委員がいらっしゃいます。障がいのある委員の情報保障と、会議の円滑な進行のため、ご発言の際はその都度お名前をおっしゃっていただくとともに、手話通訳ができるよう、ゆっくり、はっきりとご発言いただきますようお願いいたします。また、点字資料は、墨字資料とページが異なりますので、資料を引用したり、言及されたりする場合は、その都度、具体的な箇所を読み上げるなど、ご配慮をお願いいたします。
それでは、以後の議事進行については、会長にお願いしたいと思います。会長、よろしくお願いいたします。
○会長　それでは、「第12回大阪府障がい者差別解消協議会」を始めたいと思います。本日、「次第」にもありますように、「大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について」、「大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討にかかる提言素案について」ご説明させていただき、ご意見を頂戴したいと思います。よろしくお願いいたします。
それでは、早速でございますが、次第に従いまして議事を進行したいと思います。議題の「１　大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について」でございますが、審議に先立ちまして、国においても障害者差別解消法施行後3年が経過して、見直しの検討を障害者政策委員会でおこなっているところです。今週1月27日に委員会がございまして、見直しについての事務局とりまとめの意見案の説明があったところです。これについて、大阪府障がい者差別解消協議会においても国の動向を踏まえつつ、審議を進めていくという説明がこれまでもあったかと思いますけれども、改めて、事務局より、障害者政策委員会の議論の状況を説明いただきたいと思います。
○事務局　1月27日に開催された障害者政策委員会で、「障害者差別解消法の施行３年後見直しに関する意見（案）」が示されましたので、概要を報告します。
政策委員会では、個別の論点として、（１）差別の定義・概念について、（２）事業者による合理的配慮の提供について、（３）相談・紛争解決の体制整備について、（４）障害者差別解消支援地域協議会について検討がなされています。
まず、（１）差別の定義・概念についてです。見直しの方向性として、「差別の定義・概念については、弾力的な対応が困難な法律で定義等を設けるのではなく、柔軟に見直すことのできる基本方針や対応指針等における記載を充実することにより対応することが適当である。」とされています。
次に（２）事業者による合理的配慮の提供についてです。見直しの方向性として、「事業者による合理的配慮の提供については、障害者権利条約との一層の整合性の確保等を図る観点から、後述の建設的対話の促進や事例の共有、相談体制の充実等を図りつつ、更に関係各方面の意見や、当該提供が適切に行われるための社会的な素地等の状況を踏まえ、その義務化を検討すべきである。また、義務化する場合には、現行と同様の主務大臣による実効性確保の枠組みを維持しつつ、一定の周知期間を設けることを検討すべきである。」とされています。
次に、（３）相談・紛争解決の体制整備についてです。見直しの方向性として、「地域の実情に応じてそれらの機関等の活用を図り、建設的な対話による相談事案の解決につなげていくよう、以下の方策を実施すべき」として、国・地方公共団体の役割分担の明確化、相談体制の明確化、都道府県による広域的・専門的な支援の充実、相談対応を担う人材の育成、国・地方公共団体の関係機関の効果的な連携」が挙げられています。また、相談対応等を契機とした事前的改善措置の促進についても記載されています。
次に、（４）障害者差別解消支援地域協議会についてです。見直しの方向性として、① 都道府県による市町村の地域協議会設置等の支援、② 複数の地域協議会の間での情報共有等の促進が示されています。意見書案に対しては、引き続き、２月21日開催の障害者政策委員会で審議を予定しているとのことです。
なお、意見書案では、「障害者権利条約の実施状況について、国連障害者権利委員会による初めての審査が行われる予定である。今後、同委員会から示される勧告の内容によっては、これを踏まえた追加的な議論を行うこととする。」とも記されています。以上です。
○会長　ただ今の事務局の説明に対しご質問・ご意見等がございましたらお願い致します。よろしいでしょうか。
それでは、大阪府の条例施行状況の検討についての審議に入りたいと思います。本日も前回に引き続き、事業者による合理的配慮に関する議題としております。現状の合理的配慮の概念の浸透状況や、義務化に対する意見、事業者への影響等について、前回に引き続き議論をしたいと思います。その後、義務化に伴う条例の仕組みの再検討として、7月に一度審議しております相談員の権限についてもご意見を頂戴したいと考えています。その後、休憩をはさんで、議題「２　大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討にかかる提言素案について」ご説明させていただいたうえ、ご意見を頂戴したいとおもいますので、よろしくお願いいたします。
では、議題１「大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について」、事務局より説明をお願い致します。
○事務局　それでは、資料１をご覧ください。前回の解消協でいただいた御意見を、時間の都合上、抜粋して紹介いたします。
【論点１】事業者による法等の理解に向けた取組みや合理的配慮の実施状況、現行の規定（努力義務）に基づく取組み（１）合理的配慮の概念の事業者への浸透状況についてです。墨字版では1ページめの下から二つめの丸です。点字版では、2ページめの下方になります。
「法の認知度を問う設問では、回答事業者のうち約７割が法の内容を知らないことから、社会における法（合理的配慮の概念）の浸透度は不十分であると言える。一方、過重な負担がないにもかかわらず配慮を行わないことは差別にあたるかとの設問では、約８割の事業者が差別にあたると回答していることから、一般論として差別であるとの認識が示されていると言える。法・条例施行後、努力義務である以上対応しないという事業者は見受けられず、大半の事業者は、努力義務であっても社会的責任としてできる限り対応しているのではないか。」といったご意見がありました。
墨字版２ページ、点字版では4ページになります。「（２）事業者に対する啓発の取組みへの評価と今後求められる取組み」について、一番上「アンケート回答者と想定される経営者等と、実際に障がい者に接する現場の従業員とでは意識の乖離が考えられる。現場の従業員にどのように法の理念等を浸透させるかが課題である。」その下、「障がい者差別解消協議会は、障害者差別解消支援地域協議会の機能を併せ持つことから、解消協の有するネットワークを活用しながら、現場の従業員にまで法の理念等を浸透させるための手法を検討していくことが必要。」といったご意見がありました。
墨字版２ページ、点字版では５ページの中段。【論点２】合理的配慮の義務化の検討について　（１）意義・効果及び事業者に与える影響　①合理的配慮の義務化の意義や社会的・法的効果についてです。
墨字版3ページの上から５つめ、点字版では８ページの中段です。「法制定時は合理的配慮の概念が十分に社会に浸透していないことから努力義務と規定された背景はあるが、障害者権利条約では合理的配慮は義務である。府として、権利条約の規定や、SDGsに基づいた取組みや大阪・関西万博の開催に向けた社会づくりが必要となっている現状を踏まえ、義務化により社会に法等の理念を浸透させ、障がい者差別解消を進めることは、社会的効果の観点から意義があると言えるのではないか。」
その下、「合理的配慮の提供が努力義務である以上はあっせんの対象に加える実益がないと結論づけられることから、合理的配慮の提供をあっせんの対象に加えるためには義務規定化することが必要。」
墨字版では３ページの一番下、点字版では９ページの一番下になります。「あっせんの対象になるという点で合理的配慮の提供を法的義務にする意味はあるが、合理的配慮の不提供による不当な差別的取扱いはあっせんの対象としていることや、努力義務・法的義務を問わず、いずれも行政指導の対象であることから、義務化による法的効果は特にない。広域支援相談員の調整や合議体によるあっせんは、事業者に対する強制的な権限を有しておらず、行政指導により、当事者間の紛争に介入し、共生社会に向けて紛争解決の方法を見出す条例の基本的な考え方は義務化しても変わらない。つまり、義務化の意義は、社会的効果として、啓発による法の理念等の浸透を図るということにあると考える。」といったご意見がありました。

墨字版４ページ、点字版では10ページの続きです。「②義務化によって事業者や、事業者と障がい者の関係に与える影響」です。すぐ下、点字版では11ページの一番上からです。「過重な負担がある場合は合理的配慮を提供しなくても不提供とはならないことから、財政基盤や人的・物的規模を考慮して民間事業者の負担が大きくなるという指摘はあたらない。」
その下「義務化の検討にあたっては、事業者が抱える不安や課題（過重な負担の基準が不明確であることや、安全性・公平性との整理、現場での柔軟なルール変更の難しさなど）を解消するための具体的な取組みを検討しなければならない。その手法として、ガイドラインの活用や広域支援相談員の調査権限の整理、障がい者や事業者がともに差別解消に取り組んでいくための対話や調整を可能とする仕組みの検討が必要である。」
墨字版では一番下、点字版では13ページの一番上になります。「法・条例施行後、合理的配慮ではないことを「合理的配慮」として申し出る事例が見受けられる。合理的配慮とは障がい者の機会平等の確保のための変更や調整であり、配慮や思いやり、手伝いという概念ではない。合理的配慮は、事業者による「善意」とは異なるものであり、具体的に合理的配慮とは何かということを社会全体に周知していく必要がある。」といった意見がありました。

墨字版５ページ、点字版では14ページの下段。「（２）広域支援相談員や合議体等、条例上の仕組み　③　事業者に対する罰則規定」についてです。「条例では知事の勧告・公表という実質上の制裁措置が規定されている。知事の勧告・公表によってもなお問題が解決されず著しく公益に反する事態が具体に生じた場合、行政罰も検討の余地はあるが、現時点ではそのような事態はなく、今は社会に法の理念等を広げていくことが重要である。罰則という形ではなく、障がい者が今後社会参加できるようにするためにはどうすればいいのかということが権利救済のあるべき姿であり、行政機関の介入による柔軟な対応である。」という御意見がありました。

その続きです。「④　その他」としては、すぐ下「事業者による合理的配慮の提供を直接・間接に支援する仕組みの整備が必要である。当面は大阪府による広域的な仕組みの構築が必要となるが、将来的には基礎自治体が主体的に運営することができるよう、府による財政措置も含めた支援制度を設けていくことが求められる。」といったご意見がありました。
次に、資料３－１、資料３－２は、前回の解消協で速報値として提示しました1,000事業者を対象としたアンケート結果です。計363事業者より回答がありました。結果につきましては、前回ご説明した内容から傾向が変わりませんので、説明を省略させていただきます。
次に、資料４－１、４－２です。資料４－２は各団体のアンケートへのご回答を個票にしたものですが、これらをまとめた概要版が資料４－１となります。事業者団体、障がい者団体にアンケートをお願いしたところ、それぞれ26団体から回答をいただきました。
資料４－１の墨字版1ページめ、点字版は１ページの下方です。「（１）　事業者による合理的配慮の義務化への賛否」については、「どちらかといえば賛成である」も含めて賛成という御意見は、事業者団体では22団体、障がい者団体では24団体でした。
「（２）義務化賛否の理由」についてです。墨字版では上から４つめ、点字版では、3ページの上方になります。賛成、どちらかといえば賛成と回答された事業者団体からは、「SDGsで障がい者への配慮が掲げられていることから義務化は妥当ではあると考えるが、障害者政策委員会での議論を踏まえた慎重な検討が望ましい。」
墨字版では下から２番め、点字版では３ページの一番下になります。「義務化の検討にあたっては、事業者への合理的配慮の概念の浸透状況や義務化されている他都道府県での運用状況等を勘案した慎重な検討が必要。特に、過重な負担の基準が不明確であることや、事業への影響、係争に発展する可能性や義務違反に伴う社会的信用の失墜の恐れなど、事業者が抱える懸念、リスクが大きいことから、具体的・慎重な検討が必要。」

墨字版２ページの真ん中あたり、点字版では６ページの上方になります。「過重な負担のない範囲での対応であることや建設的対話の意識を常に持つ必要があること、他都道府県でも条例で義務化されていることから、府条例での義務化も自然な流れ。ただし、義務化には、正しい理解への啓発や相談体制整備が不可欠であり、慎重な検討が望ましい。」

墨字版２ページの下から４つめの丸、点字版では６ページの一番下です。「合理的配慮の解釈や理解が十分社会に浸透しておらず、過重な負担の判断に懸念がある。合理的配慮の事例の蓄積と内容分析をしっかりと行い、事業者・障がい者双方への十分な情報提供が不可欠。また、法見直し検討の動向を見た上での検討でも遅くない。」といった御意見があり、賛成の方向で御意見はいただいているものの、慎重な検討を求める意見、国の政策委員会を見据えて検討することが望ましいといったご意見が複数ありました。
また、どちらかといえば反対との御意見については、墨字版１ページの上から２つめ、点字版では２ページの下方。「努力義務規定でも対応している。むしろ、義務化により、義務違反時の罰則や処分規定が必要となり、それを意識するあまり日々の活動が委縮するおそれがある。」
墨字版２ページの上から一つめ、点字版では４ページの下方。「努力義務規定でも対応しており、義務化により、設備改修や増設、スタッフの増員等が考えられ、その対応ができない施設が多く出てくる。」
といった御意見がありました。
障がい者団体については、墨字版３ページ下から４つめ、点字版では10ページの一番下になります。「努力義務では配慮しなくてもよいという意識になる。地域から徐々に合理的配慮を広めるために、府条例での義務化は有効であり、義務化は事業者が法や合理的配慮について考えるきっかけとして大きな効果。ただし、合理的配慮の範囲や過重な負担の基準を明確化することが必要。」
４ページの上から３つめ、点字版では12ぺージの下方です。
「障害者権利条約では合理的配慮の不提供が差別にあたることが明記されており、障害者差別解消法では行政機関等は義務とされていることから、事業者に対する義務化は望ましい。その際、義務規定である行政機関等が重ねてきた努力・対応や義務化による変化を明確に示すことで、事業者が具体的にイメージできる環境の整備が必要である。
また、合理的配慮の提供は、事業者としての社会的責任を果たすうえで当然であるとの認識が前提であり、その認識は自主的な努力と経験に裏打ちされて形成・深化していくものであることを踏まえる必要がある。そのうえで、相談対応体制の充実や、合理的配慮措置への補助制度の創設など、事業者への必要な支援策を講じていくことが必要。
義務化は即時的な効果を及ぼすものではないことを踏まえ、義務化にかかわらず、合理的配慮を浸透させるための各種条件を整備することが課題であり、条例が意図する効果を上げるための施策を重層的に講じることで、義務規定が空文化しないように配慮することが必要。」
その下、「合理的配慮の提供が過重な負担に該当する場合は免責されるため、努力義務により２重の免責要件を設ける必要性はない。条例で義務化している都道府県でも支障が発生しておらず、合理的配慮の提供が当たり前として検討・実践される環境整備が必要。努力義務は、事業者の間違った理解と対応を助長。義務化は、障がい者に対する拒絶感が強く、建設的対話を拒否する事業者に毅然とした姿勢を示し、合理的配慮や差別についての理解が乏しい事業者には対話を重ね、理解を深めていくことができるなど、有効に働く。また、差別を許さないという府の姿勢や考え方をはっきりと示すためにも義務化は必要。義務化により、事業者、府民、他自治体等にも合理的配慮の理解を広め、合理的配慮の実践が広がっていく社会の実現につながる。」
墨字版４ページ、点字版では15ページの中段。「（３）合理的配慮の概念の浸透に必要な取組みなど」です。「合理的配慮の範囲や方法が社会に浸透していないことから、合理的配慮の提供や過重な負担の基準に関する具体的な事例の積み上げや情報発信など、多様な主体と連携した継続的な啓発。」、「インクルーシブ教育の推進や体験学習等を組み込んだ教育カリキュラムの実践、道徳教育などによる、幼少時からの教育による障がい理解の推進」
墨字版５ページ上から５つめ、点字版では16ページの一番下です。「行政による支援体制の整備。手法として、専門部署の設置・拡充や相談員の増員など、事案に即時対応できる相談体制の整備と窓口の周知、事業者への顕彰制度、合理的配慮のための環境整備等に対する補助制度の創設など」です。その二つ下「障がい者自身による社会への啓発・理解の促進に向けた行動。」などがありました。
墨字版５ページ、点字版18ページの「４　広域支援相談員による調査協力義務規定への意見」につ
いては、後ほど、改めて議題の時にご説明します。
墨字版７ページ、点字版24ページの「５　障がい者差別解消に関する意見や要望」については、時
間の都合上、説明を省略いたします。以上です。
○会長　ありがとうございます。説明の範囲が非常に広いため、主要な論点が三つほどありますので、それに従って一つひとつ議論をしたいと思います。
それでは、最初に資料1の1ページめ「【論点1】事業者による法等の理解に向けた取組みや合理的配慮の実施状況、現行の規定（努力義務）に基づく取組み」のところで、「（１）合理的配慮の概念の事業者への浸透状況」から、「（２）事業者に対する啓発の取組みへの評価と今後求められる取組み」の部分まで、ご意見・ご質問を頂戴したいと思います。いかがでしょうか。
○ゲストスピーカー　アンケートについて、調査分析に協力した者として解説させていただきたいと思います。
今回の調査は1,000事業者に送付し、３割ほど返っており、評価されるべきことだと思います。当初予想はもっともっと低かったと思うのです。一般的な回収率は5割前後が望ましいが、この形式のアンケートで３割はよくできた方だと思ってよいと思います。それから、合理的配慮の義務化に対する賛否は、当初想定よりも賛成が多いですが、問10で具体的にいくつかの項目を挙げており、続いて問11で賛否を聞いているので、前の問が後の問に影響を与えるという社会調査の特性が出たと思われます。ただし、そのうえでも７割以上の方が賛成するという意見は評価されるべきです。

ただ、一点気になった点が、資料３－２の問10の一番下の段に「知的障がい者、精神障がい者への配慮内容に『（可能であれば）対応する』と回答した事業者の割合は、身体障がい者に関する同割合と比較すると、やや低い傾向にある。」とありますが、身体障がい（問⑦から問⑩）については可能であれば対応に回答分布が偏っている。一方、⑬、⑭、⑮という精神・知的障がいに関しては対応しない、積極的に対応しないという回答が増えている傾向がある。これをどのように解釈するかというと、一つめは、精神障がい・知的障がいの方に対して、どういう対応をしたらいいかわからないという現れではないかという見方と、二つめは、「混雑時」や「別室」といった但し書きを「過重な負担」と回答者が解釈された可能性があります。要するに問10は、⑬、⑭、⑮と、それ以外の設問は分けて考えることも可能かと思います。
また、全体として、合理的配慮の概念の理解度や法の認知度について、法の名前を知っているから対応できるのか、そもそも名前ははっきり知らないが、中身としてやるべきこととして捉えているのか、どちらが先か後か、望ましいかは一概には言えませんので、別途議論が必要かと思います。
なお、この調査全体を過大な評価はできないが、政策議論の判断の資料としては一定有効なものであるだろうと考えます。
○会長　ありがとうございます。さて、いかがでしょうか。事務局の説明について、墨字版２ページめ（２）の論点1の部分までご意見いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。アンケートを踏まえて浸透度はこの3年でかなり広がってきているということが確認できたということでよろしいでしょうか。さらには、啓発で今後求められる取組み等でご意見ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。前回ご意見頂戴した内容ですので。
それでは、こうしたアンケートの回答状況を踏まえ、「【論点2】合理的配慮の義務化の検討について」2ページめ中段から、5ページめ上3行までについて、ご意見ございませんでしょうか。
○委員　障がい者団体や事業者団体にアンケートを取っていますが、両団体ともに回答数は26ということですが、元々の送付先は何団体か教えていただきたい。この資料4-2のアンケートで、事業者の合理的配慮の提供の義務化の考えの中には、設備の改修をしなければならないといったハード的な整備の記述がいくつか散見されるところです。環境整備と合理的配慮が重なり混ざっているところも事業者団体にいくつか見られる。そのため、慎重にという回答になっている。更なる啓発が必要であるし、そういったところでの事業者の認識の仕方を捉えるべきという気がしている。義務化と対峙して「罰則」という言葉が出てくる。わたしたちが解消協議会や合議体でおこなっている議論では、この法及び条例は罰則とは質が異なり、明確な罰則規定は設けていないし、それが望ましいとしてきている。一方で、事業者は「義務化＝罰則」と捉えており、それにより義務化に対する懸念が生じているのではないか。障がい者団体と事業者団体とで捉え方が違っているように思う。
一方で、大概の事業者は「（配慮を）やっているから大丈夫です。」という案が出ているわけです。つまり、見えているところが違う。事業者からすれば、「大抵はやっているから義務化してもいい。」のだけれども、懸念があるのは、一部の障がい者からの過重な要求があったときにすべて答えなければならないのか。また、それを拒否したときには、罰則というような形にされてしまうのか、というような懸念をしている模様。
一方で、障がい者団体のほうがむしろそうでは無くて、大概のところはやってくれていても、一部の事業者に「努力義務」ということで、全く無視されてしまう。でも、「努力義務」である以上何も言えない。だからそれ以上進まない、というように、障がい者と事業者でお互い見ているところがすれ違っているというところがあると思います。
ただ、このすれ違いは、今に始まったことではなく、最初の法律制定時における義務化するかどうかの国の議論の方でもそうですが、こういった形で見るところが違うということが、改めて、今回のアンケートでも再度確認された感じかと思っています。
この義務化のことですが、私は義務化すべきという意見ですが…。大阪の場合、3年間、条例というかたちで運用してきて、頭の中で考えるだけでなくて、3年間それぞれ実際に事例を見て、いろんな障がい者からの訴えもあったし、いろんな事業者の対応もあった。それはやはり、お互いに懸念している所が、それぞれに実際に出てきたところがあるのではないかという気がしているのです。そして、これを、50対50で見るかどうかというところですが、決してそれは50対50で見てはいけないと思っています。なぜなら、社会的に見れば障がい者の方が、差別され、社会参加がなかなかできていないという状況にあり、それを解消するためにこの法律および条例が作られたわけです。ですので、どちらかといえばそれで抑えられているというか、障がい者の方も、意見というものをより形にできるような法律や条例でなければならないと思います。
しかし一方で、障がい者のいうことは何でもありかというと、それは違うわけで、それをこの３年間の大阪府の取組みの中で、どうやって事業者、障がい者の双方に理解してもらうかが大切なことであって、３年間積み重ねてきたことが次のステップにつなげていけるものというふうに思います。
国の方は、はっきり言って直接やっているわけではありませんので、理屈だけという気もするが、それでもやはり義務化すべきという一定の方向性は出ているわけです。大阪府はさらに次元の高いところで、実際の懸念や訴え等を蓄積しているわけですから、それをどう次の段階に持っていくかというところで、条例の改正及び新たな体制整備等、いろんな仕組みを作っていくべきではないかと思います。以上です。
○会長　ありがとうございます。その他ご意見ございますでしょうか。
○委員　アンケートを取られたことはすごくよかったと思います。事業者団体、障がい者団体に対する合理的配慮に関する意向把握アンケート、その中で一番『ああ、そうだな。』と思ったのは、障がい当事者団体であるピープルファースト大阪が出されている「（問２）団体として合理的配慮の理解が十分でなく答えられない。」という回答。当事者にとって何が合理的配慮なのか分からない、ということがこれでよく分かったと思います。ですので、事業者の方に対して要望したことが、過重なのか、過重でないのかが分からないですし、自分に不都合があって困っていることを伝えるわけですけども。だから、事業者にとっても、アンケートで、精神障がい者や知的障がい者への配慮の内容（⑬～⑮）について「可能であれば対応する」と回答する人が低い傾向にある。お互いに分かりにくいところがあり、それは、この合理的配慮が何かというところがもう少し明確になって、当事者と事業者の間に広域支援相談員や地域の相談員が入るのでしょうけれども、相談員が入る前の段階でこれがどうだとかはっきりわかるように、事業者や当事者に対しての啓発も必要でしょうが、やはりまず、使う人たちにしっかりとした説明など、根本的なところが大事だったんだなと、これを見て考えさせられました。
○会長　ありがとうございます。先ほど委員からご質問にあった最初の点、事業者団体、障がい者団体に意向把握アンケートをおこなったが、回答数26に対して送付数はいくらだったのかについて、いかがでしょうか。
○事務局　事業者団体には、53団体にお願いし、26団体にお答えいただいた。障がい者団体には、30団体にお願いし、26団体にお答えいただいたということでございます。
○会長　ありがとうございます。その他いかがでしょうか。
○委員　3点意見を述べたいと思います。
1点めは質問なのですけれども、さかのぼりますが、国の障害者政策委員会の議論の中で、今私たちが議論している「合理的配慮」という言葉について、議論や変更等は進んだかどうかを教えていただきたいです。前回、会長から説明があったかと思いますけれども、合理的配慮は「配慮」という言葉がどうしても、「余裕があればやってあげる」とか「思いやり」とか、そういう意味で使われていく。私は説明の時に、権利条約の翻訳のようなかたちで「必要な変更及び調整」というように説明したりするのですが、やはり「配慮」という言葉自体がもっている「余裕があればやってあげますよ」というような思いやりの意味合いで、このことがやはり議論していてなかなか浸透しない。「対等な立場での対応」が浸透しないポイントになっているかと思われます。その議論が進んだのかどうかというところを教えていただきたいというのが1点でございます。
それから２点めです。報告いただきました意向把握アンケートなのですが、合理的配慮の提供の義務化に対して賛成である、どちらかといえば賛成であるという意見が多いことなのですが、賛成だけども過重な負担は具体的にどうなるのかということを明らかにして欲しいということが、賛成・反対どちらも含めた回答である。前回も議論しましたが、啓発効果も含めて義務化をしていくということが必要かと思います。そのときに、過重な負担はどうなのかとか、安全性や、他のお客さまとの公平性とかの事業者の懸念を解消していくことが必要と思います。ガイドラインなどで明らかにしていくという議論をしておりますので、ぜひこのことを進めるべきではないかと思います。具体的にどんな風にしていくかということを明確にしてやりましょうというのが、このアンケートの大まかな意向なのではないでしょうか。
そして、３点めは、アンケートの中で、「国の意向を待って慎重に」というものがありました。しかし、私どもは大阪の実情や事例等を踏まえて議論をしているかと思います。これまでの事例であれば、幼稚園の入園問題で、障がいがあるため対応できないので幼稚園を変わって欲しいという事例があったが、相談員が話し合いをしようとしても、なかなか応じてもらえない。また、団体のなかでの当事者本人が報告するということに対して制限されたりする事例がありましたけれども、団体の中で対話が十分になされないということがあると思います。ですから、対話を進めるために合理的配慮を進める議論がありますが、現実では対話が進んでいないという課題があります。これを何とかしようと議論をしていますので、立法事実というか、相談の中に現実の課題があり、合理的配慮を具体的にさらに進めていくための必要性があると思います。なので、国の動向を待ってというかたちよりも、大阪の現実から、合理的配慮の提供を義務化というかたちで明確にして、具体的にどんなふうに取り組んでいくのかを進めていくべきではないかと思います。以上です。
○会長　ありがとうございます。1点めは事務局にお答えいただけますでしょうか。合理的配慮について、障害者政策委員会の議論はどこまで深まっているのか。
○事務局　今回の意見書素案にも具体的な用語の扱いについては反映されておりません。実際に議論がされていたことは事実としてありますが、意見書案には反映されておりません。
○会長　合理的配慮の定義は、基本方針の中で明らかにするという考え方なので、法改正の方で改めて合理的配慮の定義をおいて変更もしくは調整することには至っていない状況です。その他いかがでしょうか。○委員　方向性は確認できるのではないかと。私自身、現場にいる立場として、いくつか気になることがあります。そういうことを条例や今後の取組みに活かしていただくことが大事ではないかと思います。
一つめは、先般、障がい者施設建設の反対運動が全国各地で起こっていると新聞報道がされました。大阪が結構多いのですね。私自身が関係している法人でも、3年前に、1年半ものあいだ反対運動にあい、建設が遅れたことがある。これは行政的にも民民のため介入はしないという特徴があるという報道がされました。こういう風な問題があり、また、先般の津久井やまゆり園の事件も公判が始まっていますが、19名のうち圧倒的多数が氏名を公表しない。こういうことがなぜ起こるのかというと、社会的に障がいのあるということが認知をされていないという、地域における障がい者差別の問題を深刻に考えたほうがよいと考えます。大阪府で条例化しても、障がいのある方が実際に生活をする場は各市町村であり、市町村においてどれだけ意図を感じ取って、義務化も含めて対応しきれるかどうか。昨年の解消協の資料でも、地域支援協議会の設置が進まないとか、条例ができていないという問題を考えると、本当に義務化だけでよいのか。もう少し周りの条件を整えるということと並行していくことが重要なのではないか。障がいのある人には地域での生活がある。義務によりどれだけ生活しやすくなるのか見えないと、条例の中身が生きてこないと考えるため、議論の中で活かしてもらえるとありがたいと思います。
○会長　はい、ありがとうございます。その他いかがでしょうか。
○委員　今までの3年間の取組みを見ると、協会として義務化に賛成したいと思っています。理由は、３年前になかったことが効果的に行われてきているということがあります。もう少し様子を見るという考えもあると思いますが、義務化をしても何かが大きく変わるというような、反対されることがないと思われます。義務化に合わせて様々な支援や計画が作られていけば、今までの取組みにさらに幅ができ、深めていけると思っています。聞こえない立場からは電話による本人確認の問題があります。繰り返し説明しても「無理だ」で終わってしまう。資格取得のための勉強会や研修会について、聞こえない人は手話通訳や要約筆記といった情報保障を求めるが、それが壁になってしまう。費用の問題や、人がいないという理由で断られる。努力義務ではそれ以上よくならない。最初はハードルが高いと思われるかもしれないが、義務化して、現場、事業者それぞれの取組みで一つずつ始めていって、状況が変わっていくことに期待しています。５年後、10年後を考えると、努力義務のままよりも効果が大きいと考えております。
○会長　ありがとうございます。義務化による事業者への影響についてはどう思いますか。ここで整理させていただいた内容でよろしいでしょうか。いかがですか。
○ゲストスピーカー　仮に大阪府が条例を改正し、合理的配慮の提供を法的義務に変えるとした場合、その立法趣旨を明確化することが必要と思っています。もともとの経緯として、条例制定当時は、障害者差別解消法の足りない部分を補完的に整備するという整理をしているので、一度、事業者による合理的配慮の提供が努力義務で是とした以上、なぜ法的義務とするのか改めて府民への説明が必要と考えます。一つの説明の方法として、3年間相談事例に対応する中で、努力義務にとどまっていたからこそ紛争が発生したとか、解決に至らなかったという事例から問題解決のために法的義務化が必要という考え方があります。もちろん他の説明のしかたもあるかと思いますが。もともと大阪府は条例制定時に努力義務を是とした以上、法的義務化への立法趣旨の明確化が必要ではないか。それは、ひいては事業者への説明につながってくると考えております。
○事務局　立法趣旨について、様々な課題の解決方法として、条例改正をして義務化するということも有力な選択肢ではあるが、議論の中で委員の先生方に方向性を決めていただければと思います。
○会長　最終の提案では立法事実の「なぜ義務化が必要になったか」を積極的かつクリアに整理いただきたいと思います。
○委員　精神疾患での向精神薬等の大量服薬の際、よくある事例として、ダイレクトに３次救急につながりにくい。医療の立場からはスタッフが揃わないと言われるが、精神疾患そのものに対する理解という医学的問題なのか、特段のスタッフを用意しなくても治療可能であるはずなのにたらいまわしにあっているのか。事業者を誰と定め、誰がその認識を持つに至らしめたのか。差別のもとにある事業者の特定と根底にある社会的差別意識、病気理解の不十分まで含めた合理的配慮、全体の疾患理解、精神疾患への一般の方の恐怖感に対してどのように、相手事業者が特定できない中で、義務化されることで、そういう状況になった場合に、よりクリアに何が三次救急を受けられない原因かという特定のしやすさもでてくるかもしれないが、精神障がいにおいては条例ができても難しい深い問題がある。広く深く根強い問題がある。
○会長　ありがとうございます。それでは、資料１の5ページ以降の「広域支援相談員や合議体等、条例上の仕組み」についてご意見頂戴いただきたいと思います。なお、広域支援相談員の権限強化については、休憩のあとご議論いただこうと思いますので、それ以外で。
○委員　罰則について、前回自治体の条例で罰則規定ができるのかということについて、理屈上は可能とのこと。罰則規定も、今は行政の介入により進めていけばよいかと思うが、中身にもよるが、将来的には罰則もどういうことがあり得るかという意見交換、検討していくべきではないかと考えており、それを意見として記していただいていいのではないか。
○会長　行政罰の適用について、状況に応じて検討する余地もあるのではないかという意見。行政罰の適用が必要となるような立法事実があれば、技術的には検討することもあり得るという意見。今の段階では、社会に法の理念を広げていき、かつ、行政介入により、建設的な対話を促し、調整により差別の解消を果たしていくというスタンスという留保付きで。
○委員　今はそれでよいと思います。
○会長　皆様方のご意見を踏まえますと、事業者による合理的配慮の提供の義務化については、明確に反対という意見は改めて頂いていないので、「義務化の方向で検討する」ということで進めてもよろしいでしょうか。
○委員　すみません。精神疾患の大量服薬への３次救急へつながらない事案で、精神疾患患者に対する強い差別意識があるのではないかという意見があったが、それは絶対にないと思います。それは、３次救急そのものの構築の難しさに由来しています。小児が外科的な外傷を負った時に、どのように医療機関につなげていくかということも難しい。本当に難しいときは全部受けるという体制が構築できていないことや、３次救急そのものに困難があることによります。完璧な結果を成しえるか、えないかは、医師にとっても訴訟リスクにさらされることになります。とくに精神科の患者の大量服薬は、呼吸器管理等で一時セーフになっても、３次救急の医師と精神科の医師との連携が、まだうまく機能していないという背景で搬送が難しいのだろう。差別があるからとは理解しておりません。
○会長　ありがとうございます。それでは、資料２「大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について」、再度審議することとしておりました広域支援相談員の権限について、事務局より説明をお願いします。○事務局　では、資料２についてご説明します。
広域支援相談員の権限強化（実効性の確保）についてです。この点については、相談員は、事業者から協力を得られない場合に、十分な調査を行うことができないケースが考えられることから、権限を強化すべきかについて、第９回解消協でご審議いただきました。いただいた御意見については、資料２の墨字版２ページ、点字版では４ページの下方に記載しています。一つめの「相談員の活動に実効性を担保する手法として、一つに、事業者が相談員の活動に正当な理由なく協力しない場合に府知事名による勧告・公表という仕組みを設けるということが考えられるが、これは事実上の制裁措置であるため、相談対応について条例で細かに規定するといった手続きの明確化が求められる。このことにより、相談員が裁量の範囲で行っている柔軟な対応が困難となる懸念があることを認識しておく必要がある。」です。

その続き、「条例施行後３か年の間に、事業者が、広域支援相談員が行う調査に非協力的である事例もあったことを踏まえると、相談員の活動に実効性を担保する手法として、事業者に対する協力義務を新たに条例に規定することが考えられる。条例第５条では、事業者には府施策への協力に係る努力義務が課せられているが、これは極めて一般的・理念的で原則的なルールを規定したものなので、「茨木市障害のある人もない人も共に生きるまちづくり条例」第９条のように、紛争解決に向けて有効に機能し得る規定を定めるべきではないか。」
その下、「行政法的アプローチを採用していることから、行政が紛争解決を行うことには限界があることは事実であるが、だからこそ、広域支援相談員が円滑に調整等の活動を進めることができるための枠組みを設けることは必要である。」
その下、「事業者が広域支援相談員の活動に非協力的であるがために解決が見込めない場合でも、あっせんでの紛争解決の仕組みを条例に規定していることから、事業者の協力義務規定は不要ではないか。」

一つ飛ばします。点字版は７ページの上方です。「相談員が活動しやすいよう、事業者の協力義務規定を設けることは一つであるが、規定には法的効果はないということも踏まえたうえで検討すべきである。」といった御意見がありました。

資料４－１、墨字版５ページ、点字版18ページの一番上です。「４　広域支援相談員による調査協力義務規定への意見」です。事業者団体からは、上から５つめ、点字版では下方です。「必要性や影響（目的や内容、対象範囲や負担、効果等）などの精査が必要で慎重に対応すべき。」
その下、「義務規定に特段の支障はないと考えるが、調査内容を十分見極め、一方的な調査協力を求める規定とならないよう配慮が必要。」といった慎重な検討を求める意見がありました。

墨字版６ページ、点字版20ページの中段。障がい者団体からは、一番上「現行では、広域支援相談員が事業者に対し対話の働きかけを求めても、拒否された場合、それ以上強く対応を求められない。規定により、相談員が一歩踏み込んだ対応が可能になる。」
下から５つめ、点字版では21ページの一番下。「事例の収集や、問題を明らかにするなど相談対応の円滑化のためには必要。合理的配慮の提供の義務化に伴い、調査協力も義務化すべき。」といった御意見がありました。

一方で、６ページの上から３つめ、点字版では21ページの一番上、「協力義務規定までは不要であり、理解や対応が不十分ななかでは、啓発・広報や研修会開催等に取り組むことで意識と理解を高めることが必要。また、調査にあたっては、法等の理解の周知と守秘義務の徹底や、専門性を有する広域支援相談員の確保も必要。」
一番下、点字版では22ページの中段、「規定によって問題解決の可能性が広がるのかを相談員の意見を聞くとともに、茨木市条例の当該規定に基づく運用状況などの実態も注視したうえで判断すべき。事業者の対応には多様な事情がありえることから、相談員のみで対応するのではなく、合議体の機能を適切に活用し、当事者の言い分をしっかりと受け止めつつ、前向きな改善につながるよう努力が必要。」といった御意見もありました。説明は以上です。
○会長　ありがとうございます。いかがでしょうか。
〇委員　合理的配慮の提供を義務にしたときには罰則が生じるので、という質問の方法により、余計に事業者からの懸念や警戒心が強かったと思われるが、これもすれ違いである。合理的配慮の提供が義務化されたとして、あっせんにかかったときでないとしっかりとした調査ができないという規定ではなくて、前段から、広域支援相談員がしっかりとした調査をできるような規定にすべきというのが障がい者団体の意図で、義務化すべきという回答が多い。事業者は実地指導に来られると捉えているのではないか。そうではなく、単に忙しいからという理由だけで事実経過の話が聞けない状況をどうしたらなくせるかという意図での義務化。事業者の立場や、双方の事情を考慮した上で、門前払いでの調査拒否を避けていただきたいという意味での義務化であるが、双方の捉え方が違うと思っている。門前払いをせずに建設的対話を双方していくということがある程度担保されれば、そのためにどうすることが必要か。その目的に沿った形で、どうすれば断られるということを全く無くせるのか検討をしていただきたい。義務化はそういうことが少しでもなくなるのではという意味での義務化であり、これをもって指導したり、罰則があったりというわけではないということを理解してもらっても、やはり整備できないものなのかどうなのか。建設的対話には双方の話を聞くことが必要であり、それを拒否しない状況に何らかの形で担保するように、改善していただきたい。
〇会長　今のご意見は、資料２の１ページめの手法２で、調査協力義務を新たに規定していくが、罰則には結び付けないというご意見だったかと思います。それ以降、資料４－１の調査協力義務についてで、事業者は義務化の必要がないという消極的な意見があるがいかがでしょうか。
〇ゲストスピーカー　結論として、広域支援相談員が令状みたいなものを持って来ることは不可能。仮に合理的配慮の提供が義務化されると、市町村の相談、対応体制を同時並行でやっていかないと回らない。委員もおっしゃるように罰則をすぐにもうけることは難しい。合理的配慮の提供の義務化だけでも様々な反応。広域支援相談員はオーバーワーク。市町村単独では解決できないものもあるだろうが、しかし市町村の体制整備と一緒にやっていかないと回らない。過重な負担をどうするかが議論になるので、そこを踏まえた相談員の役割を考えるべき。
〇会長　調査協力義務を提言素案でどう扱っていくか。条例改正の検討をするのであれば、委員からのもう少し積極的、明確な意思表示をいただきたい。
〇委員　相談事例の検証報告書で紛争要因を分析したとき、相談の対応が進まない原因は、事業者が構える、頑なな対応。これに対して、条例第５条の府の取組への協力義務。努力義務で対応できるのか。法ができる前に行政と一緒に事業者と話をしても、法に違反するのか、違反しないのであれば営業の自由があると主張され、それ以上話ができなかった。法が出来て対応が変わってきたという経過がある。今の状況で、頑なに相談に応じてもらえないという事実があるのであれば、相談員の調査への協力について義務、努力義務について新たな規定がいるのではないか。職場ハラスメントでも、罰則規定はなくとも協力義務がある。障がい者差別をなくすための協力への義務、努力義務を定めていくことはいいこと。ただ、過重な負担を議論するときに、課題に関係しない事業の運営状況等の報告を求められると行き過ぎ。行政の権限の内容、調査の対象を明確にしなければならない。その上で、調査に対する協力義務を規定していければ頑なな対応に対して前進が図られるのではないか。
〇会長　調査協力義務への立法事実はこの３年間で思い出されるのは１件。保育園で障がいのある園児の他への転園を求められた差別事例。相談員の事実確認について、最初の対応以降については建設的対話を拒み、事実関係が充分に明らかにならなかった。事務局はどう考えるか。特に相談員の方に希望はあるのか。これまでの事例で、ほとんどの事業者は説明には応じているのか、うまく話し合いが成り立たないケースが数多くあるのかで、どこまで踏み込むのか違ってくる。
〇事務局　この約４年間では事業者に協力を得られなかったケースは保育園の件を除くとほぼ無いと記憶。広域支援相談員は粘り強く事業者と調整している。協力義務規定がないと調査できないかというと、条例上相談員に与えられた機能の中で柔軟に対応している現状。
〇委員　会長の整理で、合理的配慮を義務化していく方向という流れ。その中で広域支援相談員の機能・役割をどうするのかというと、今でもオーバーワークという状況。そのなかで合理的配慮の調整までどうしていくのか。市町村の協力、体制整備は必要であるが、府は条例も制定し、特に専門的知見を持った相談員を配置しており、調整の期待値と役割が大きい。体制強化をどうしていくのかを前提にしていかなければならない。広域支援相談員が専門性を発揮し、関係調整を円滑に行う上でどの姿が望ましいのかという視点から考えることが重要。相談員のどの姿が望ましいのかを配慮すべき。障がい者と事業者を並べると、非対称性、権利関係の格差がある。ただ、軸足を障がい者の意見に７割置くにしても、３割を事業者に置くという専門性も強く求められる。事業者が相談員へ相談できるという安心感を持つこと、紛争が起こったときはもちろん、合理的配慮を平たくどのようにしていくといいのか、障がい者の主張と見比べて折り合いをつけていくような、事業者の自主的に向き合える調整の仕方が求められる。それが合理的配慮を広めていくベースになる。ここの規定に義務を書き込むかは、それに資するのかが判断材料にして考えていくべき。
〇会長　ありがとうございます。委員どうぞ。
〇委員　法自体が法的義務にすることと罰則を設けるということを結び付けていない。義務になったから罰則をもうけなければならないということにはつながらない。そもそも差別解消は建設的対話で障がいのある人もない人も分け隔てなく共生社会を築くことを目的としている。共生社会を作っていくということは府民全体に義務であってしかるべき。それを作るための調査は努力義務ではなく法的義務であるべきだと感じる。アンケートを見ても事業者が法的義務に危機感を抱くのは、罰則につながるということがある。茨木市の条例でも正当な理由を除きという文言がある。法的義務に対する過剰な反応があるのではと考える。
〇会長　ありがとうございます。いかがでしょうか。
〇委員　調査協力の拒否は４年間で一例ということだった。絶対的拒否は１件だが、知的障がいの方の通報など、はじめの事業者の対応は必ずしも積極的ではない例がいくつかある。全く応じなかったわけではないが、はっきり協力するとした方が、初期の段階でいい影響があるのではないか。対応したけれど、初動が遅れたという事案に少しはいい影響になるのであれば義務もあってはいいのではないか。
〇会長　ありがとうございます。
〇ゲストスピーカー　調査義務そのものに反対というわけではないが、茨木市条例のように協力義務を条例で定めたとして、違反した場合どういう効果が発生するのか。事務局の見解は。
〇事務局　協力義務規定を設けた場合、罰則規定があるわけでもないので法的効果はない。結果的に事業者は協力したものの、初動が遅れたという案件は過去にあり、その場合、条例に基づいて調査をしたいと明確に根拠を述べられるというところに効果があるかもしれない。
〇ゲストスピーカー　相談員が相談活動をしやすいということであれば調査協力義務に賛成。ただし、事業者への合理的配慮の義務化と相談員の調査協力義務は区別するべき。事業者の合理的配慮が義務化となれば、条例の組立てでは、あっせんの対象になり、仮ではあるがあっせん案が出た時に最終的には府知事による事業者名公表という大きなサンクションにつながる。調査協力義務はそのような法的効果は予定されていないという違いを今一度区分けして議論すべき。事業者に対して実体的な合理的配慮の提供の義務を課すことと、事業者に対する行政の手続き的な義務は別物という意識を持つべき。
〇会長　委員の方々のご意見として、相談員が大変な仕事をする中で、調査権限を明確に付与することが調査調整をしやすくなるのであればその環境を設けてはどうかということが多くを占めているのではないかと思う。改めて事務局の中で、合理的配慮の義務化を含めて調整が難しい案件も出ることを想定し、本当に相談員が調査協力義務を求めるものになっているのかを把握して、提言への反映をするように。資料に事務局見解の記載があるが、事務局は改めて、今日の議論も含めて相談員の意見も聞きながら見直しの必要があるか検討してください。それでは、本日の解消協としてまとめた方向性やご意見は整理したうえで、次回も協議をしたいと思います。それでは休憩に入ります。
＜休憩＞
〇会長　それでは、議題２、大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討にかかる提言素案について事務局より説明をお願いします。
〇事務局　それでは、資料５についてご説明します。この提言素案は、今年度７月、９月、11月の３回にわたって行いました、解消協での条例施行状況の検討に関する委員の御意見をまとめたものです。本日、いただいた御意見、これからいただく御意見については、素案に追記し、次回の解消協で案として提示させていただきます。
時間の都合上、ポイントだけご説明します。

墨字版３ページ、点字版３ページの下方「２　大阪府障がい者差別解消条例施行状況の検討について」（１）の「ア　広域支援相談員が果たしてきた機能・役割について」です。その下ですが、「広域支援相談員が受け付けた相談への対応状況などから、相談員は有効に機能していると考えるが、相談員の入れ替わりに伴い、相談対応の質の低下や変化が懸念される。府の相談対応の質が担保できる仕組みとして、相談員の体制整備の充実が求められる。今後も相談員同士の交流や事例検証の取組みを継続されたい」、といった意見があり、「イ　広域支援相談員の相談対応における限界について」は、先ほどご議論いただきましたが、記載のとおり本日の議論を踏まえて記載することにしていますので、次回、案でご確認いただきます。
墨字版４ページ、点字版９ページの中段。「ア　府と市町村との関係について　イ　市町村との連携や支援のあり方について」です。その下の丸ですが、「広域支援相談員が受け付けた相談者の内訳として直接相談が非常に多いということは、各市町村の相談窓口が十分に機能していない可能性があり、市町村での相談体制の更なる整備が求められる。具体的には、相談支援事業所などの関係機関とも連携した取組みなどが考えられる」といったご意見があった。
続いて、墨字版５ページ、点字版12ページの下方、「ア　支援地域協議会としての機能について」では、「府では、他都道府県の支援地域協議会と比較すると事例の共有はすすんでいるが、府政に対して意見を述べるだけではなく、法の支援地域協議会設置の趣旨を踏まえ、各団体が協議会のネットワークを活用して、行政と連携しながら、差別解消の取組みをすすめていくことが求められる」、といったご意見がありました。
墨字版６ページ、点字版15ページ下方「ア　あっせん実施型合議体について」、下２つめの丸、点字版では16ページの下方になります。「あっせんの対象に合理的配慮の提供を加えるべきかについては、広域支援相談員による対応には限界があることから、合議体があっせんの場で当事者双方に建設的対話を促すことは非常に効果的であり、努力義務であるか、法的義務であるかを問わず、合理的配慮の不提供をあっせんの対象に加えるべきであるという意見があった。

しかし、合議体によるあっせんが知事の勧告・公表という事実上の制裁を伴うことから、努力義務である合理的配慮の不提供をあっせんの対象にすることは難しい。よって、合理的配慮の不提供をあっせんの対象にするためには、合理的配慮を法的義務化する必要があると考える」としております。
「イ　助言・検証実施型合議体について」です。「合議体は、事案に応じて、解消協委員・専門委員から会長が指名する５名をもって構成することで様々な意見を踏まえながら判断の安定性を確保する仕組みである。基本的な考え方は委員間で共有することは必要だが、今後も現行の仕組みのまま、合議体を運用することが望ましい」、としております。
　墨字版７ページ、点字版20ページの上方。「（２）　啓発活動について　ア　府民の障がいに対する理解の促進」です。その下ですが、「府民の障がい理解が十分ではない。解消協が有する支援地域協議会の機能を発揮しながら、障がい者差別解消に向けて、地域と連携しながら、啓発のあり方を考え、取り組んでいくことが必要である。特に学齢期から発達段階に応じた障がい理解に関する主体的・体験的な学習と、子どもたちの学びを深めるための教員への研修等の機会の充実など、教育と連携した啓発の取組みがより一層求められる」、でございます。
墨字版８ページ、点字版21ページ以降については、本日、資料１と重複しますので、説明は省略いたします。
墨字版14ページ、点字版36ページ上方で、「３　まとめ」を記載しています。まとめについて、最後の合理的配慮の義務付けのありかたについては、本日前半でのご審議内容を案として次回提示いたします。
以上です。
〇会長　ただいまの提言素案に関して、4つほどに区切って審議を進めたいと思います。まずは、２ページの「はじめに」から４ページ、点字版では１ページの中段、「②　府による市町村への助言等の機能」までについて、ご意見ございませんか。はい、お願いします。
〇委員　「はじめに」にかかるが、見直しは現行条例附則に２つ明記されている。施行後3年を目途に、主要な見直しと事業者の合理的配慮について。今回の見直しは主に後者。よって、それ以外の点について課題として残っている。今回の改正以降も３年を目途に必要に応じて見直すことは残すべき。具体的には各則や障がいの定義等の全般的な部分は今回議論できていないので、それについても状況に応じ検討すべき。

今回は事業者の合理的配慮に限定されたが、この３年間で根深い差別が明らかになっている。障がい者施設建設や住宅賃貸時に障がい種別によっても差があるひどい対応が見受けられる。せめて一つ二つそういったことだけでも部局間連携を取るということを明確に文章化していただきたいと思っている。議論がこれまで進んでいなかったことを急に形にすることは難しいかと思うが、実体に応じて変えていくことは、長いスパンと短いスパンで見るべきことがある。早期に見直すものは早期に対応を願う。

〇会長　今の話は、この提言のどこにどう載せるかは事務局と相談をさせてほしい。重大な課題で差別解消協議会の役割だと思うが、今回は条例に基づく体制でどこを見直すかということに限定して議論している。より根深い社会の差別については改めて協議会で検討し続けたい。その他いかがでしょうか。
〇委員　条例は罰則のためではなく、共生社会を作る趣旨であると認識している。障がい者は弱者として差別を受けていることを受け止めていただくという前提が大事。事業者と弱者には、する側される側という力関係がある。その中では、調査に応じるということが大切。調査というのもどちらが正しくどちらが間違いということではなく、双方向の共生社会に向けての話合いの場を持つということが大事。相談対応における限界については、まず事業者が調査に応じることの重要性を明記してほしい。正当な理由なく調査に協力しない場合、勧告・公表は罰則ではないが、調査に応じながらそれぞれの不公平感、不平等感を相互に話し合うことを大事にしてもらいたい。調査に応じない場合は公表をすることが必要。そうでなければ弱者の不公平、不平等感がどこにも表れない。
〇会長　そのほかいかがでしょうか。
〇委員　市町村の助言機能、府と市町村の関係について、市町村との連携、ネットワークを作って共に進めることは大切と議論されてきた。市町村は相談がないという課題がある。相談を受けても市町村として事業者との調整が困難で、広域支援相談員と一緒に取り組むということがある。市町村の運営課題、意見を解消協の取組みでも受け止めて、一緒に取り組むような方向を作る必要がある。市町村の相談窓口も、日常のなかで障がいについて支援している担当課が差別の問題で権利の調整を一緒にやっているとやりにくい。こういった市町村の課題を受け止めながら、支援、調整など一緒に取り組むといった役割が必要。以前の会議のときに、市町村からオブザーバーとして意見をもらっているが、正式な委員として府の取組みへの要望や意見をもらい、一緒に取組みの方向を議論する方法もある。解消協議会の委員定数は条例手続きがあるので困難かもしれないが、市町村の課題、意見を受けて議論して一緒に進めていくことが必要ではないか。こういった内容を文面に入れられるかどうか、合意できるのであれば市町村との関係に入れていければと考える。
〇会長　ありがとうございます。オブザーバーは今の意見をどう思われますか。府と市町村の関係など。
〇オブザーバー　広域自治体と基礎自治体の関係、市町村の規模により取組み上の問題、ケースの有無、中身の濃度に大きな差がある。私どもでは、サービスと相談の窓口が同じ担当者で取組みの難しさがある。その他にも虐待事例や子ども、高齢者も一つの課。取組みの難しさが自治体により変わってくる。情報を共有する場がない、横のつながり、担当者間では共有しているが、公式な場で議論したり、整理して一定の方向性を見出すということは現在行われていない。ただ、基礎自治体はこのような問題に真摯に向き合って、少しでも生活環境を向上させていく努力をしたいと考えている。

〇会長　市町村の立場から条例改正はどう思うか。

〇オブザーバー　条例改正への課題として、罰則規定等を設けて義務化することで、どこまで効果が得られるのかが気になるところ。意識を啓発という効果はあるかもしれないが、罰則があるからやめる、守らないといけない、ではなく、事業者の意見にあるとおり、守ってしかるべきなので、義務という問題ではないというアンケートの意見が印象的。そういった意識は事業者も日常の生活があるので、地域生活の中での合理的配慮の意識付けを基礎自治体も取り組んでいかなければならないと感じる。
〇会長　ありがとうございます。その他よろしいでしょうか。続きまして5ページ「③大阪府障がい者差別解消協議会の機能について」から、7ページ「（２）啓発活動について」までご意見、ご質問を受けたいと思います。いかがでしょうか。
会長の立場からして、この協議会の委員の方々は、事業者代表、障がい者団体代表いずれも全国どこで話しても素晴らしい方。それをもう少し、地域、大阪府下の具体的な差別解消のネットワークにつなげられないかということが長年の問題意識。事例情報の共有までは解消協の回数も多く、いろいろな方のご意見を頂戴し、政策にフィードバックできているが、それぞれの地域、業界で起きている埋もれた差別事案を紛争にあがる前に、意識を変えたり、新しい取組みの発見をして伝えることで、相談員の相談になる前に解決できるような活動をこの組織を使ってできないかと思っている。全国的にみると、差別解消支援地域協議会としてみればよく機能している一つとみられるが、さらにと考える。いかがでしょうか。
〇委員　墨字版提言書の５ページには、「府の施策に対して意見を求める運営のあり方を見直し、グループディスカッション等により、委員等が差別解消の取組みなどについて意見交換し、それをまとめていくことも一つである。」と記載されているが、支援地域協議会について、解消協で議論してくると、本当に広範囲の課題を議論する必要があると思う。障がい種別がいろいろあり、住宅、交通、教育などいろんな分野、場面に関わる課題がある。当事者としてどのような意見、状況なのか、事業者としてどのような意見なのかという議論。地域と広域の議論。広範囲なところを解消協で２時間から３時間議論している。なかなかこの場全体で全てを議論することは難しい。そのため、グループディスカッションとして、障がい種別、分野、当事者、事業者、地域、広域を区分けすると議論の整理ができるのではないか。会議回数が増えて負担は増えるので大変であるが、そういったことも模索してはどうか。
〇会長　今のディスカッションの話も、助言検証型合議体ではそれぞれの立場から意見を出して、繰り返されないようどうしたらいいかまで話しているが、それをさらに解消協で実施できないかと考える。その他いかがでしょうか。
〇委員　６ページのあっせん実施型合議体について、条例であっせんを作った必要性は、通常の場合は最終的に裁判で紛争を解決するが、裁判をするには時間と費用が掛かることから、迅速かつ障がいをよく理解したところでの紛争解決の方法としてあっせんができた。事業者の調査協力義務はないが、事業者にとっても裁判ではなく、あっせんにした方がいいというメリットがある。あっせん終了になると裁判になる。裁判よりはあっせんがいいとして事業者が出てくることもある。その場合、建設的対話は困難ではない。あっせんでやっていこうとして対話があり、その中でもうまくいかないとあっせん案になるので、記載が違うのではないか。誤解があるからあっせんが利用されないのではないか。実態に即した記載をお願いしたい。
〇会長　どういった書き方があるか。最初の丸「事業者は合議体に対する調査協力義務はなく、事業者が話し合いの場に出席しない場合は通常、あっせん終了となる。事業者に無理やり話し合いの場に出席してもらうことができたとしても、その状況では建設的対話は困難である。その場合に、条例第10条第4項に規定する、合議体があっせん案を作成するケースが出てくる。」がネガティブになりすぎているか。
〇委員　無理やり話し合いの場に出てきてもらうのではなく、あっせんの場に出席してもらい、建設的対話ができる。その結果、合議体があっせん案を作成するケースが出る。
〇委員　あっせんの意義機能を肯定的に捉えるということで。ありがとうございます。
府民への障がい理解の啓発はこれまで取り組んでいるが、法の観点からは事業者への啓発をどうしていくかは合理的配慮の義務化以降もとても重要。今回のアンケートでも勘違いや誤解が数多くある。委員もおっしゃられたように、法や条例の本来のイメージ世界と事業者の持っているイメージ世界がかなりずれているのではと考えられる。
義務とは言わないまでも、これくらいは当然と受け止めてもらえる意識啓発。過重な負担は義務じゃないから、建設的対話で一緒に知恵を出して乗り越えていこうという意識啓発をどうしたらできるのか悩ましい。
こうしたことができる、こうした啓発活動が必要という意見をいただきたい。今までの心のバリアフリーだけでは事業者の障がい者差別の基本的な理解が不十分なまま条例の義務化につながってしまうことをどう考えるか悩ましい。いいアイディアや問題意識はないか。
〇委員　今回のアンケート結果でも法を７割が知らないということはショック。なぜ知られないんだろうと思う。合理的配慮の提供の義務化が啓発効果として大きくあるという議論をこれまでしてきた。加えられるとしたら、法整備、制度設計、それを伝えていくことも有効な啓発。制度設計と人の意識向上は相乗。条例の改正をきっちりと伝えていくことが大きな啓発効果ではないかと考える。
啓発の内容として、これまでは障がい理解、障がいによってこんな壁があるということを理解してもらおうと進めてきたが、差別事例では事業者側の都合や体制があり無理、どこまでが差別かが悩み。事業者や府民の意識からしたら差別がいけないことはわかっていたとしても、差別にならないようにはどうしたらいいのかということを具体的に考えていくことが必要。現在、府の委託を受けて参加体験型の事業所でできる学習プログラムを作成中です。自らの事業所でどういうことが差別になるのか、こういった合理的配慮ができるのではと、具体的なことを通じて考えて、差別にならないためにはどうしたらいいのかと具体的に考えることが啓発の中で大事になると思う。差別にならないためにお互いどのように対話をして方法を見出すのか、互いに差別のない社会を作るための取組みを考えていこうという啓発の観点、それを深める研修の中身がいると考える。
〇委員　協議会委員が参加し、特定分野の差別事例について、どうしたら差別が起こらない環境や構造を作れるかという研修プランを考えて、その業界で広めるということも考えうる。研修プログラムなどがなかなか広がらないというのも１つの課題。
広げていく一つのチャンネルがこの協議会と考える。啓発としての教育の手法はうまく使えないか。
〇委員　解放運動とリンクして差別が起こらない構造という研修会が学校であり、保護者の参加率も高かった。当校では１つのイベントとして、生徒と障がいのある方の接面を持つ行事を年数回行う。そこに保護者も呼ぶ。大学では地域の方が参加して障がいのある方との接面を作っていく。一緒に共生社会を作っていくということを、これまで考えていなかった大人になってからやっていくのは難しい。学校教育は大きな役割を担う。障がいのある方との共生、そこに区別のラインはないと思うが、小学校の間は一緒に生活させたいと考えるが、私立は入試もあり、截然とラインが引かれることもある。自分たちの学校に障がい者がいないと思い込んでいるのであれば、地域や周りの学校と広げて接面を持たしていくことはできる。
合理的配慮の提供や調査協力の義務化で怖いと思うのは、これだけやっていればいい、これさえクリアしておけばＯＫという、それ以上進まない相対的な関係になり得る恐れ。差別が起こっても学校ではゆくゆくこうなればいいという、うまくいかないときも時間をかけた調整ができる。マナーからルール、ルールからマナーということを考えている。これは差別、これは差別ではないということではなく、人としてマナー違反という話をする。尊厳とか人間としてマナーに反していないかと。マナーって何というと、学校はルール化してしまうが、そうなると子どもに本当に教えたいことが教えられなくなる。いじめも法律ができてから、いじめ事象かなと思うことが、解決が難しくなるのは差別事象の解決が難しいことと似ていて、これとこれを学校はやっていればいい、いじめをした側はこれとこれを必ずしなければならない。共生社会をつくるためには何と何をしなければならないではなく、まず何と何をしなければならない、としていてうまくいかないことがある。これは差別です、差別でないですと線を引くと、作れたはずのミニ共生社会としてのクラスづくりがうまくいかないことがある。そこで罰とかはつくらないようにしている。
大人の方向けでも学校ができることはたくさんあり、地域と話をして進めているところ。
〇会長　ありがとうございます。今やれることを前提にしながら、ゆくゆくはこうなったらいいと、障がい当事者と企業が一緒に話し合いイメージを共有するような、アクティブラーニングのプログラムに企業の現場責任者に参加いただき、「今できる一歩」を話し合っていけるような啓発活動ができればいいと思います。
　時間が来てしまいました。事業者における合理的配慮の提供については、先ほどの意見も踏まえてまとめさせていただきます。ご意見のある方は次回の会議で改めてご意見頂戴いたします。それでは時間となりましたので、事務局に議事をお返しいたします。本日はありがとうございました。
〇事務局　それでは、大阪府障がい者差別解消協議会を閉会いたします。本日は３時間にわたりまして熱心にご議論いただきありがとうございます。

　机の上の別冊ファイルは、そのまま置いてお帰りくださいませ。皆さま、お忘れものがございませんように、お気を付けてお帰りくださいませ。本日は、ありがとうございました。

（終了）
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